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（１）小美玉市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（改訂版）の背景と趣旨 

現在の小美玉市まち・ひと・しごと創生人口ビジョンは、平成 26年に制定されたまち・

ひと・しごと創生法に基づく「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を受けて、本市の人

口の現状を分析し、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものとして平成 28

年に策定されました。令和２年に見直し検討を行ってから４年が経過し、より実現可能性の

ある人口減少対策を進めていくため、人口ビジョンの検証・見直しを行うものです。 

人口ビジョンの改訂にあたっては、現時点での人口動向分析、将来人口推計や最新の統計

資料等に基づき、人口に関する本市の現状を把握するとともに、目指すべき人口の見通しを

示し、より効果的な人口減少対策を講じるための指針として策定します。 

 

（２）人口ビジョンの位置づけ 

本市の人口ビジョンは、令和元年に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生基本方針

2019」と併せて示された「地方人口ビジョンの策定のための手引き（令和元年 12月版）」に

基づいて策定します。地方人口ビジョンの位置づけは、以下の内容を定めるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．人口ビジョンについて 

●人口の現状を分析し、人口に関する地域住民の認識を共有し、今後目指すべき将来の

方向と人口の将来展望を提示する 

●総合戦略において、まち・ひと・しごと創生の実現に向けて効果的な施策を立案する

上で重要な基礎となるよう留意して策定する 

●国の長期ビジョンを勘案し、今後の人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考

察、目指すべき将来の方向性を提示する 
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また、本市の人口ビジョンとして提示した人口の将来展望を踏まえ、若者の定住促進や雇

用対策、結婚・出産・子育ての支援、地域の魅力の創出などの人口減少・少子化対策に重点

を置いた総合戦略を策定し、具体的な取組を推進していくものとします。 

 

 

出典：地方人口ビジョン策定のための手引き（令和元年 12月版） 

 

（３）人口ビジョンの期間 

人口ビジョンの対象期間は、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年度改

訂版）」と同様の 2060 年を目標期間とします。 
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（４）国のまち・ひと・しごと創生長期ビジョンの概要 

■2008年に始まった人口減少は、今後加速度的に進むことが考えられる 

我が国の合計特殊出生率は、1970 年代半ばに人口規模が維持される「人口置換水準」を

下回り、その状態が今日まで約 40 年以上続いている。これまで少子化が進行しながらも、

ベビーブーム世代という人口の「貯金」があったため、人口減少への影響は限定的であった。

しかし、時代が推移する中で人口減少局面に入り、減少スピードが加速度的に高まっていく

ことが懸念されている。 

また、他の国と比較しても平均寿命が高い水準にある中で、出生率の低下によって引き起

こされる人口減少は、必然的に高齢化を伴い、今後 20年は老年人口が増加し、高齢化率も

更に上昇する見通しとなっている。 

●年齢区分別人口の実績と将来推計 

 

出典：まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（2019年（令和元年）改訂版） 

■東京圏への一極集中が、日本全体の人口減少に結びついている 

2000 年代に入ってからの東京圏の求人状況は地方に比べて高い水準で推移してきた。近

年は、東京圏も地方も求人状況は高い水準となっているが、若い世代が働きやすさを求めて

東京圏に集まっているといった指摘がなされている。地方に比べ出生率の低い東京圏に若

い世代が集中することが、日本全体としての人口減少を招いている。一般的に、人口が集積

すると、集積の効果による経済的、社会的なメリットが生じるが、今日の東京圏は、通勤時

間、家賃等の居住に係るコストにおいて、地方に比べてデメリットを有している。また、過

度な東京圏への一極集中の進行により、首都直下地震などの巨大災害に伴う被害が増大す

るリスクも高まっている。  
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■人口減少への対応は「待ったなし」の課題である 

人口減少に歯止めをかけるには長い期間を要する。少子化対策が出生率向上に結びつき、

成果が挙がるまでに一定の時間を要し、仮に出生率が向上しても、人口がおおむね安定して

推移する状態になるまでには更に時間を要する。しかしながら、対策が早く講じられ、出生

率が早く向上すればするほど、将来人口に与える効果は大きい。 

■今後の目指すべき方向 活力ある地域社会の維持のため 

今後目指すべきは、将来にわたって、過度な一極集中のない活力ある地域社会を維持する

ことであり、そのためには、人口減少に歯止めをかけることが必須条件である。出生率が向

上し、人口置換水準に回復することで、１億人程度の人口の規模が確保され、人口構造の若

返りを図ることができる。 

人口構造が若返ることにより、若い世代の「働き手」が経済成長の原動力となるとともに、

高齢者等を支える「働き手」の一人当たり負担が低下していくことが期待される。また、高

齢者が健康な状態を保ち、高齢期も生きがいをもって経済社会に参画する「健康長寿社会」

が到来すれば、更なる労働力の確保が期待できる。このように、人口減少に歯止めがかかり、

「健康寿命」が延伸することは、地域経済社会に好影響を与えることになる。 

■地方創生が実現すれば地方が先行して若返る余地がある 

既に高齢者数がピークを迎えている地方は、人口流出の歯止めと出生率の改善によって、

人口構造が若返る余地が大きい。地方において、豊かな地域資源やＩＣＴを活用して活力あ

る地域社会を創生することが期待される。それには、人口拡大期の全国一律の取り組みでは

なく、地方自らが地域資源を活用する取組が必要であり、その基盤となる地方分権の確立が

求められる。 

●一都三県、他の道府県別高齢化率の見通し 

 

出典：まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（2019年（令和元年）改訂版） 

※一都三県は、東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県を指す 
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（１）人口動向分析 

１)総人口・人口構成の分析 

①総人口の推移について 

・国勢調査に基づき５年ごとの総人口の推移をみると、2000年をピークに減少が続いてい

る。 

・現行の人口ビジョン策定時（2020年）と比較すると、2045年の総人口推計値（国立社会

保障・人口問題研究所）は約550人増加している。 

●人口の実績値と推計値 

 
出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

※2020年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値（年齢不詳を含まない。2015年、2020年は不詳補

完値を使用。）、2025年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータに基づく推計値  

２．人口の現状分析 

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

総人口 44,370 46,515 48,176 52,009 53,367 53,227 52,168 50,911 48,870 46,906 44,728 42,361 39,851 37,233 34,656

年少人口 10,749 10,822 9,687 9,152 8,458 7,851 7,279 6,507 5,669 4,843 4,254 3,829 3,578 3,284 2,937

生産年齢人口 29,308 30,690 32,426 35,230 35,906 34,948 33,387 30,936 28,389 26,714 25,083 23,281 20,712 18,651 16,985

老年人口 4,313 5,003 6,063 7,627 9,003 10,428 11,502 13,468 14,812 15,349 15,391 15,251 15,561 15,298 14,734
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②総人口と年齢３区分別の推移について 

・常住人口調査に基づく毎年の総人口の推移をみると、2004年をピークに減少が続いてお

り、2004年から2023年までの19年間で約7,000人減少している。 

・年少人口（15歳未満）は1990年以降、減少が続いている。 

・生産年齢人口（15～64歳）は2005年以降、減少が続いている。 

・老年人口（65歳以上）は増加が続き、40年間で3.4倍に増加している。 

●小美玉市人口の推移 

 
出典：2000年、2005年、2010年、2015年、2020年は国勢調査結果、

その他の年は県常住人口調査結果による（年齢不詳を含む。） 

●年齢３区分の推移 

 

出典：総務省「国勢調査」（年齢不詳を含まない。2015年、2020年は不詳補完値を使用。）  
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③人口構成比について 

・人口構成比を示す人口ピラミッドは、1980年の「ピラミッド型」から、2020年には少子

化・高齢化を示す「つぼ型」に移行している。 

・2020年の人口構成比をみると、老年人口が全体の３割を占めている。一方で年少人口の

割合は40年間で24％から12％と大きく減少し、今後も少子化・高齢化が進むことが予測

される。 

・団塊の世代、団塊ジュニアの世代は人口構成比が大きいが、その次の世代以降では人口

への影響はほとんどみられず、少子化が続いている。 

●小美玉市人口ピラミッド 

1980年 2020年（実績） 

  

 年少人口 生産年齢人口 老年人口 

1980年  10,749人（24％）  29,308人（66％）  4,343人（10％） 

2020年（実績）  5,631人（12％）  28,053人（58％）  14,724人（30％） 

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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④地区別人口の推移（2000年からの 20年間）について 

・地区別（小学校区（旧を含む））に人口の推移をみると、羽鳥地区のみが増加しており、

それ以外の地区は、人数、構成比ともに減少傾向にある。 

・20年間で最も変化が大きかったのは下吉影地区で、26％減少している。一方、羽鳥地区

は約14％増加している。 

・20年間の構成比の変化をみると、小川地区、堅倉地区、橘地区は1.0％程度減少してい

る。一方、羽鳥地区は3.4％増加しており、羽鳥地区への人口の集中が進んでいるといえ

る。 

●地区別人口の推移（縦棒グラフ：人数、横棒グラフ：構成比） 

 

 

出典：総務省「国勢調査」 

 

小美玉市では2007年度～2009年度にかけて分譲住宅の着工件数が増加している。羽鳥駅周辺で行われた

住宅地開発による着工件数の増加が、羽鳥地区の人口増加に影響していると考えられる。また、総数は2020

年度に大きく減少したが翌年度以降は回復傾向にある。 
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5,778 5,624 5,313 5,000 4,567 

3,828 4,038 3,937 3,742 3,706 

3,339 3,311 3,277 3,010 2,861 

2,060 2,018 1,768 1,755 1,529 

4,496 4,341 4,053 3,789 3,622 

4,627 5,075 5,018 4,879 4,519 

7,233 7,100 7,752 8,252 
8,246 

7,208 7,129 6,802 6,474 
6,046 

5,972 5,747 5,764 5,722 
5,831 

3,759 3,715 3,608 3,615 
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2000年 2005年 2010年 2015年 2020年

小川 野田 上吉影 下吉影 橘 竹原 羽鳥 堅倉 納場 玉里 玉里北 玉里東 総数

（人）

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
総数 294 382 538 313 266 242 303 270 262

持家 213 180 195 119 185 170 144 175 147
貸家 77 60 172 118 71 68 140 93 113

給与住宅 3 1 0 1 1 0 0 0 1
分譲住宅 1 141 171 75 9 4 19 2 1

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
総数 298 297 291 266 251 164 187 199 223

持家 144 142 163 156 150 101 144 110 98
貸家 143 125 95 65 82 16 25 67 86

給与住宅 0 7 0 1 0 0 0 11 12
分譲住宅 11 23 33 44 19 47 18 11 27

＜参 考＞ 

出典：茨城県住宅着工データ 

↓3.4％増 ↓1.0％減 
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２)人口動態の分析 

①総人口と人口動態について 

・社会増減数（転入数-転出数）は、2007年に-325人であったが、2009年にはプラスに転

じている。2010年以降は社会増減数がプラスであっても、自然減が社会増を上回ってい

るため、全体の人口増減は減少が続いている。 

・自然増減数（出生数-死亡数）は、2007年以降マイナスが継続している。減少数は、2014

年以降200人を超える年が多く続いており、さらに2019年以降は300人を超えるようにな

り、全体の人口増減に対して自然減がより多く影響している。 

・人口増減数は、2021年に687人減と1995年以降最も減少数が多かったが、2022年には社

会増が300人を超えたため、やや下げ止まっている。 

●自然増減（出生数・死亡数）／社会増減（転入数・転出数）の推移 

 
出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 

  

    

    

    

    

 

   

   

   

自然増減数（人） 社会増減数（人） 人口増減数（人）

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年

自然増減数（人） 136 79 104 49 79 130 85 71 -20 23

社会増減数（人） 383 244 112 31 371 47 34 10 182 -104

人口増減数（人） 519 323 216 80 450 177 119 81 162 -81

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

自然増減数（人） -18 16 -94 -102 -77 -150 -188 -145 -175 -253

社会増減数（人） -7 -234 -325 -32 78 88 -110 80 94 -110

人口増減数（人） -25 -218 -419 -134 1 -62 -298 -65 -81 -363

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

自然増減数（人） -191 -238 -258 -295 -311 -338 -367 -416

社会増減数（人） -52 76 -15 17 4 -110 -320 309

人口増減数（人） -243 -162 -273 -278 -307 -448 -687 -107
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②自然増減と社会増減について 

・自然増減の推移をみると、2007年以降は死亡数が出生数を上回る自然減が続いており、

自然減の拡大傾向が続いている。 

・社会増減の推移をみると、2008年以降は転出者の減少が続いていたが、2011年以降再び

増加している。転入者数は2012年以降、おおむね2,000人前後で推移している。2012年、

2013年、2016年、2018年、2019年、2022年に転入超過になっている。 

●自然増減の推移 

 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 

●社会増減の推移 

 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」  
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③年齢階級別の移動数について 

・年齢３区分別の移動数の内訳をみると、2022年までは生産年齢人口の減少（転出）が高

い割合を占めている。 

・年齢階級別純移動率（生産年齢人口）をみると、2000年以降は1995年以前に比べて、転

出超過となっている。 

・老年人口は、おおむねいずれの年代でも転入超過となっている。 

●年齢３区分別純移動数 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

●年齢階級別純移動数の推移 

 

出典：総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」  
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④男女別・年齢階級別の移動数の推移について 

・男性ではどの年代においても「10～14歳→15～19歳」の減少が顕著である。 

・女性ではどの年代においても「15～19歳→20～24歳」の減少が顕著であり、その傾向は

年代が進むにつれてより大きくなっている。 

●年齢階級別純移動数の推移（男性） 

 

出典：総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

●年齢階級別純移動数の推移（女性） 

 

出典：総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」  
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３)婚姻・出生の分析 

①婚姻・出生率について 

・婚姻件数は、2019年以降、減少傾向にある。 

・離婚件数は、2021年に1996年以降最小となったが、2022年には再び増加に転じている。 

●婚姻件数の推移 

 
出典：厚生労働省「人口動態統計」 

●合計特殊出生率の比較 

 
出典：厚生労働省「人口動態保健所・市町村別統計」 

※合計特殊出生率はベイズ推定法を用いて算出 

※1998年～2002年は小川町・美野里町・玉里村の平均値を算出  
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②50歳時の未婚割合（生涯未婚率）について 

・全国、茨城県、小美玉市において、生涯未婚率は、女性（約12～16%）よりも男性（約26

～27%）が高い。 

・全国、茨城県、小美玉市ともに男女の生涯未婚率の上昇が続いている。 

・小美玉市の女性の生涯未婚率は、全国、茨城県に比べて低くなっているものの、上昇が

続いている。 

●50歳時の未婚割合（生涯未婚率）の推移 

 

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」 

※2015年・2020 年数値は全国・茨城県・小美玉市ともに不詳補完値を使用せずに算出 
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４)地域間の移動の分析 

①地域間移動について 

・石岡市、水戸市は、転入数、転出数ともに上位になっている。 

・転入超過では埼玉県熊谷市、笠間市、行方市が上位となっている。 

・転出超過では土浦市、水戸市、つくば市が上位となっている。 

●転入・転出数内訳（2023年） 

＜転入数内訳＞ ＜転出数内訳＞ 

  

●転入・転出超過内訳（2023年） 

＜転入超過数内訳＞ ＜転出超過数内訳＞ 

  

出典：内閣官房まち・ひと・しごと創生本部「地域経済分析システム」 

（地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）より作成）  
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②地域間移動の推移（2023年上位５地域における推移）について 

・転入数・転出数ともに、2023年における上位５地域は、過去10年間にも継続的に一定数

の転入・転出がある。 

・特に石岡市との移動人数が多く、200人超の転入・転出が続いている。年により増減は

あるが、近年では転出数が減少傾向にある。 

●転入数状況（2023年上位５地域） 

 

出典：内閣官房まち・ひと・しごと創生本部「地域経済分析システム」 

（地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）より作成） 

●転出数状況（2023年上位５地域） 

 

出典：内閣官房まち・ひと・しごと創生本部「地域経済分析システム」 

（地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）より作成）  
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③昼夜間人口比率について 

・2020年の昼夜間人口比率は、0.98となっており、１を下回る（夜間人口が多い）状態が

続いている。 

・小美玉市内から市外への通勤・通学先は石岡市、水戸市、土浦市が多く、３市へ約7,300

人が通勤・通学に出ている。 

・小美玉市外から市内への通勤・通学元は、石岡市、水戸市、笠間市が多く、３市で約6,600

人が通勤・通学に来ている。 

●昼夜間人口比率 

 

●小美玉市に常住する人の主な通勤・通学先と小美玉市に通勤・通学する人の主な

常住地 

 

出典：総務省「国勢調査」 

※１ 小美玉市に常住している通勤・通学者のうち、従業地・通学地が不詳の者（労働力状態が「不詳」の
者を含む）を除く。 

※２ 小美玉市への通勤・通学者のうち、下記の者を除く。 

●従業地・通学地が不詳の者（労働力状態が「不詳」の者を含む）のうち、市内に常住している者 
●従業地・通学地が小美玉市外で、通勤・通学の場所が不詳及び外国の者のうち、市内に常住して
いる者 
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●小美玉市に通勤・通学する人の主な常住地と茨城県内から小美玉市に通勤・通学する人の主な常住地 

 
出典：総務省「国勢調査（2020 年）」 
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５)産業別人口の分析 

①産業別の人口構成について 

・2015年から2020年の推移をみると、特に第一次産業の減少率が大きい。 

・産業別就業者数は、男性は製造業、農業・林業、卸売業・小売業、建設業、公務、運輸

業・郵便業が多く、女性は製造業、卸売業・小売業、医療・福祉、農業・林業が多い。 

・特化係数＊をみると、茨城県の主要産業である農業が特に高くなっており、鶏卵、乳製

品など全国有数の生産量を誇る本市の特徴を表している。また、製造業、運輸業・郵便

業従業者数の割合が、全国と比較して相対的に高くなっている。男性の公務において特

化係数が高く、自衛隊施設が影響していると考えられる。 

※特化係数：ある地域の産業別の構成比を全国の平均的な構成比と比較することで、その地域がどの産業に特化

しているのかを示す指標。ある地域の産業の構成比を全国の平均的な構成比で割って算出する。 

●産業別就業者構成比の推移 

 
出典：総務省「国勢調査」 

●男女別産業人口 

 
出典：総務省「国勢調査（2020年）」  
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男性（人） 女性（人） 男性特化係数 女性特化係数

（人）
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②年齢階級別産業人口について 

・年齢階級別就業者数をみると、農業、林業は、男女ともに60歳以上の就業者が半数以上

を占め、特に高齢化が著しい。 

・情報通信業は、男女ともに60歳未満の就業者数が８割以上を占めており、特に女性では

40歳未満の就業者が半数以上となっており、若い世代の雇用が多い産業となっている。 

・公務（他に分類されるものを除く）は、男女ともに40歳未満の就業者が半数以上を占め

ている。また、60歳未満が９割以上を占めている。 

・複合サービス業は、男女ともに60歳未満の就業者数が９割近くを占めている。 

・宿泊業・飲食サービス業は、30歳未満の男性が３割弱を占めている。 

・金融業、保険業、不動産業、物品賃貸業、教育、学習支援業は60歳以上の構成比につい

て、男女で差が見られる。男性は60歳以降も継続して就業している傾向がみられる。 
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●年齢階級別産業人口 

 
出典：総務省「国勢調査（2020 年）」 

※グラフ中、帯の上の数値は実数（人）を示す。 
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30

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ａ 農業，林業（男性）

Ａ 農業，林業（女性）

Ｂ 漁業（男性）

Ｂ 漁業（女性）

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業（男性）

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業（女性）

Ｄ 建設業（男性）

Ｄ 建設業（女性）

Ｅ 製造業（男性）

Ｅ 製造業（女性）

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業（男性）

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業（女性）

Ｇ 情報通信業（男性）

Ｇ 情報通信業（女性）

Ｈ 運輸業，郵便業（男性）

Ｈ 運輸業，郵便業（女性）

Ｉ 卸売業，小売業（男性）

Ｉ 卸売業，小売業（女性）

Ｊ 金融業，保険業（男性）

Ｊ 金融業，保険業（女性）

Ｋ 不動産業，物品賃貸業（男性）

Ｋ 不動産業，物品賃貸業（女性）

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業（男性）

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業（女性）

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業（男性）

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業（女性）

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業（男性）

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業（女性）

Ｏ 教育，学習支援業（男性）

Ｏ 教育，学習支援業（女性）

Ｐ 医療，福祉（男性）

Ｐ 医療，福祉（女性）

Ｑ 複合サービス事業（男性）

Ｑ 複合サービス事業（女性）

Ｒ サービス業（他に分類されないもの）（男性）

Ｒ サービス業（他に分類されないもの）（女性）

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く）（男性）

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く）（女性）

Ｔ 分類不能の産業（男性）

Ｔ 分類不能の産業（女性）

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上



22 

（２）将来人口推計 

１）将来推計人口の分析（総人口） 

①国が示す将来推計人口（社人研推計の推移） 

・2020年の国勢調査を踏まえて、2023年に国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研

と表記）の新たな推計が公表されている。 

・2035年までは、前回策定時（2019年）の推計値とほぼ同様の推移を示し、2050年で35,000

人程度まで人口減少が進むことが予測されている。 

・2035年以降は前回策定時（2019年）の推計値を上回り、2050年では約800人程度上方に

更新されている。 

●人口の実績値と社人研による推計値 

 

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

  

       
       

       

       
       

       

       

       
       

       

      

      

      

      

      

      

            

      

      

      
      

      
      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

                                                  

                                 

                

   

実績 推計（2023 年（令和５年）社人研推計） 

推計（2019 年（令和元年）社人研推計） 

 

実績 

推計（2016 年（平成 28 年）社人研推計） 
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②社人研推計による人口構成比の増減率の推移 

・2015年に老年人口の増加率が上昇した後、徐々に減少が続いている。2035年にはマイナ

スに転じるが、2040年には団塊ジュニア世代が老年になるため増減率は再びプラスにな

ることが予想される。 

・生産年齢人口の増減率は、2005年以降、マイナスが続いている。2025年にマイナス幅は

縮小するものの、それ以降はマイナス幅が拡大していく傾向を示している。 

・年少人口の増減率は、1990年以降、マイナスが続いている。 

●人口増減率の推移 

 

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

（地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）より作成） 

2020年までは「国勢調査」のデータに基づく実績値、2025年以降は「国立社会保障・人口問題研

究所」のデータ（2018年（平成30年）３月公表）に基づく推計値。 

※人口増減率＝（Ａ－Ｂ）÷Ｂ（Ａ：表示年を指定するで指定した年の人口 Ｂ：Ａの５年前の人口） 
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③人口減少段階 らみた将来人口推計 

・人口減少段階は一般的に以下の３段階に区分される。 

 第１段階 第２段階 第３段階 

老年人口 増加 
維持・微減 

（減少率０%以上 10%未満） 

減少 
（減少率 10%以上） 

生産年齢人口 

年少人口 
減少 減少 増加減少 

 
老年人口は増加して
いるが総人口は減少 

老年人口の増加が止ま
り維持・微減となる 

すべての年齢区分が
減少 

 

・本市においては2025年ごろまで老年人口の増加がみられるが、年少・生産年齢人口の減

少の影響が大きく総人口が減少している「第１段階」となる。 

・2030年には、老年人口が横ばいとなる人口減少段階の「第２段階」になる。 

・2045年以降、すべての年齢区分が減少する「第３段階」となる。 

●社人研推計による人口の減少段階 

 
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

（地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）より作成） 

※2015年の人口を100とし、各年の人口を指数化 
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老年人口（65歳以上）増減率 総人口
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２）将来推計人口の分析（年齢別・地域別人口） 

①社人研推計の人口の推移 

・2020年の国勢調査時点では、70～74歳の人口が最も多い。この世代は、今後急速に減少

していくことが予測される。 

・次いで人口の多い45～49歳の世代は徐々に減少し、2050年時点では75～79歳となり、最

も多い割合を占めることが予測される。 

・2020年時点で、10～14歳の世代は今後緩やかな減少が続くことが予測される。 
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（１）人口変化による財政への影響の分析 

①歳入（一般会計）の現況について 

・一般会計歳入の総額は、過去10年間では約250億円前後を推移しているが、2020年度は

国庫支出金が大幅に増加し、約335億円となった。2022年度は平年並みの約254億円とな

っている。 

・一方、市税等の自主財源額は10年間で微増傾向にあり、自主財源比率については2013年

度は34.6％、2022年度は39.5％となっている。 

●歳入（一般会計）の状況 

 

 

出典：小美玉市決算書  

6,370 6,445 6,440 6,682 6,780 6,747 6,948 6,855 6,710 6,874
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2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

（百万）

市税 その他 地方交付税 国庫支出金 県支出金 市債 その他 合計

３．人口の変化が地域の将来に与える影響の分析 

自主財源

39.5%

依存財源

60.5%

2022年度

自主財源

28.4%
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2013年度
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主
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依
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源 

自
主
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源
比
率 
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②歳出（一般会計）の現況について 

・一般会計歳出を目的別にみると、最も多い割合を占める民生費は、2013年度では約63億

円（25.2％）であったが、徐々に増加し2022年度には約82億円（33.1％）に増加してい

る。少子化・高齢化に伴い、民生費（障がい者や高齢者に対する福祉の充実、子育て支

援などにかかる経費）の増加が続いていることが考えられる。 

●歳出（一般会計）の状況 

 

  
出典：小美玉市決算書  

6,286 6,442 6,686 6,844 6,820 6,934 7,048 7,286
8,396 8,153
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③特別会計の現況について 

・直近10年の特別会計の歳入・歳出額は、2016年度をピークに減少傾向であったが、2020

年以降は微増傾向にあり、2022年度は約100億円となっている。下水道事業は2020年度

から企業会計に移行している。 

●歳入（特別会計）の状況 

 

●歳出（特別会計）の状況 

 
出典：小美玉市決算書  
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④一人当たりの税について 

・一人当たりの地方税は増加傾向が続いており、周辺市町では最も高い値となっている。 

・一人当たりの市町村民税法人分は2012年度に急激に増加し、その後おおむね横ばいで推

移している。2020年度に減少しているが、周辺市町の中では最も高い値となっている。 

・一人当たり固定資産税は増加傾向にあり、周辺市町の中では最も高い値となっている。 

●一人当たり地方税 

 
出典：総務省「地方財政状況調査関係資料」、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 

（地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）より作成） 

●一人当たり市町村民税法人分 

 
出典：総務省「地方財政状況調査関係資料」、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 

（地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）より作成）  
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●一人当たり固定資産税 

 
出典：総務省「地方財政状況調査関係資料」、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」 

（地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）より作成） 

 

  

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

（千円）

2022年度

石岡市：63万円

笠間市：66万円

茨城町：60万円

鉾田市：51万円

行方市：63万円

小美玉市：68万円30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

80

（千円）

2022年度

小美玉市：68万円

石岡市：63万円

笠間市：66万円

茨城町：60万円

鉾田市：51万円

行方市：63万円



31 

⑤人口減少が市税額に与える影響について 

・2023年度では、個人市民税額の約82％を生産年齢人口層が、約18％を高齢者層が納税し

ている。 

・人口の減少や所得の変動に影響を受けやすい個人市民税について、人口推計※に基づき

将来の個人市民税額を推計した。 

個人市民税の推計値＝ 

（年齢区分別の推計人口×年齢区分別の納税者割合）×年齢区分別の一人当たり税額 

・高齢化および生産年齢人口の減少に伴い、個人市民税の歳入額の減少が続くことが予測

される。また、2023年度と2060年度を比較した場合、生産年齢人口による納税額は約50％

まで減少することが予測される。 

●2023年度 個人市民税の納税者及び納税額の状況 

 
出典：小美玉市 税務課 

●個人市民税の推計 

 
※年齢は４月１日時点。税額については、外国人など減免措置分は除いていない。 

※2023年度は実績値、2025年度以降の推計人口は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータ

（パターン１）に基づく推計値を利用  

年齢区分別人口
（a）

市・県民税均等割
納税義務者数(b)

年齢区分別の納税
者割合(b)/(a)

想定納税額（c）
単位：円

納税累計比率
一人当たり税額
(c)/(b)　単位：円

15歳未満 5,396 0 0% 0 0 0
15-19歳 2,366 27 1% 708,008 0.0% 26,223
20-24歳 2,605 1,270 49% 71,043,027 3.0% 55,939
25-29歳 2,524 1,958 78% 146,906,852 9.2% 75,029
30-34歳 2,459 1,903 77% 161,526,006 16.0% 84,880
35-39歳 2,747 2,014 73% 185,569,048 23.8% 92,140
40-44歳 3,048 2,303 76% 234,316,272 33.7% 101,744
45-49歳 3,557 2,738 77% 300,164,865 46.3% 109,629
50-54歳 3,477 2,830 81% 340,636,256 60.7% 120,366
55-59歳 2,998 2,288 76% 266,059,308 71.9% 116,285
60-64歳 3,125 2,127 68% 237,250,415 81.9% 111,542
65-69歳 3,483 2,044 59% 157,090,012 88.5% 76,854
70-74歳 4,032 1,935 48% 134,467,619 94.2% 69,492
75-79歳 2,851 1158 41% 69,268,701 97.1% 59,818
80-84歳 2,181 761 35% 40,509,289 98.8% 53,232
85-89歳 1,419 352 25% 13,933,422 99.4% 39,584
90歳以上 956 191 20% 14,801,279 100.0% 77,494
合計 49,224 25,899 ー 2,374,250,379 ー ー
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⑥高齢化が介護保険事業費に与える影響について 

・小美玉市高齢者福祉計画第９期介護保険事業計画において設定されている標準給付費

見込額（介護保険サービスの給付のために必要な年間費用）から、要支援・要介護認定

者一人当たりの給付費を算出し、同計画での要支援・要介護認定者数の推計値から、2015

年度以降の標準給付見込額を推計した。 

介護保険事業費の推計値＝要支援・要介護認定者数×一人当たり給付費見込額（2024～

2026年度平均一人当たり給付費見込額） 

 

・介護保険事業における給付費は、介護報酬の改訂や算定に必要な諸係数等の設定により、

変動の可能性があるが、現行の基準で算出した場合、高齢化に伴い2040年度頃まで増加

が続くことが予測される。2040年度において、現在のサービスを維持するためには、約

20億円の給付費の増額が必要となる。 

●高齢者の要支援・要介護認定率（2023年９月末日時点） 

 

出典：小美玉市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画 

●一人当たり標準給付費見込額 

 

出典：小美玉市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画 

●介護保険事業費の推計 

 
出典：小美玉市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画  

(a)高齢者（65歳以上）人口 14,985人
(b)要支援・要介護認定者数（高齢者） 2,217人
(ｃ）認定率　(a)/(b) 14.8%

2024年度 2025年度 2026年度
標準給付費見込額（千円） 3,872,548 4,016,467 4,145,243
要支援・要介護認定者数（高齢者）　（人） 2,263 2,313 2,352
一人当たり給付費見込額（千円） 1,711 1,736 1,762
2024～2026年度平均一人当たり給付費見込額（千円） 1,737
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⑦公共施設の保有状況について 

・新耐震基準の建物数は、全体の約69％となっており比較的新しい施設が多いが、築30年

以上の施設数は約55％を占めている。 

・保有面積が多い学校施設は、学校統廃合などにより比較的新しい施設となっている。 

・行政サービスを維持していくためには、将来を見据えた公共施設等の更新・統廃合・長

寿命化などを計画的に行い、公共施設等の最適な配置や市の財政負担の軽減・平準化を

行っていく必要がある。 

●築年別整備状況（2020年度10月時点） 

 

 

出典：小美玉市公共施設等総合管理計画（改訂版）〈令和５年６月変更〉 

※スポーツ施設には公園のトイレ・倉庫等、その他には環境衛生施設（上・下水道）・

霊園等の計画対象外施設を含む。 
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（２）商業施設等の民間施設への影響の分析 

①周辺都市を含めた商業施設の立地・撤退の動向について 

・周辺市町村を含め、卸売業・小売業の事業所数は減少が続いている。 

・事業所数および年間商品販売額では、東日本大震災の影響を受け、2012年に大きく減少

したが、2016年以降の年間商品販売額は微増傾向にある。 

●周辺都市との卸売業・小売業事業所数の比較 

 
出典：総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工 

（地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）より作成） 

 

●小美玉市産業分類・小売業の事業所数・年間商品販売額の推移 

 

出典：経済産業省「商業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」 

（地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）より作成） 

  

444
358

263 282 268

51,185
45,741

39,026
43,636 44,933

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

0

100

200

300

400

500

600

2002年 2007年 2012年 2016年 2021年

事業所数_実数 年間商品販売額_実数

（事業所数） （百万円）

 小美玉市 



35 

（３）地域の産業における人口減少の影響の分析 

①高齢化の進行等による医療・福祉就業者について 

・医療・福祉就業者数をみると、女性の就業者数は男性の４倍弱となっている。 

・15歳以上総人口に対する医療・福祉就業者数の割合の推移をみると、全体としては男女

ともに増加傾向にある。一方、15～29歳では男性はほぼ横ばいであるが、女性は減少し

ている。人口の減少に合わせ、若年層の医療・福祉就業者が減少していくことが想定さ

れる。 

●医療・福祉就業者数 

 

出典：国勢調査（令和２年） 

●15歳以上総人口に対する医療・福祉就業者数の割合の推移 

 

出典：国勢調査（各年） 
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②高齢化に伴う農林業の人手不足について 

・年齢階級別の農林業就業者をみると、60歳以上の就業者が約半数を占めている。特に15

～29歳の女性が少なくなっている。 

・15歳以上総人口に対する農林業就業者数の割合の推移をみると、全体としては男女とも

に減少傾向にある。一方、15～29歳の男性と30～39歳の女性は増加している。 

 

●農林業就業者数 

 

出典：国勢調査（令和２年） 

 

●15歳以上総人口に対する農林業就業者数の割合の推移 

 

出典：国勢調査（各年） 
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（１）令和５年社人研推計との比較 

①総人口の推移（現行人口ビジョンと社人研推計の比較） 

  現行人口ビジョンと令和５年社人研推計を比較すると、2020年（令和２年国勢調査）

の乖離は700人程度となっている。2050年では約１万人の乖離が生じている。 

 

 

②合計特殊出生率の推移 

  現行人口ビジョンの合計特殊出生率は、1.8とし、令和５年社人研推計での設定（2025

年で1.28）と乖離している。一方で、合計特殊出生率の実績は、ベイズ推定値（2018―

2022年）で1.4であり、令和５年社人研推計の設定を上回っている。 

 

 

 

※ベイズ推定：地域特有のデータの不安定性を緩和し、安定的な推定を行う有効な手法 
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2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

令和5年社人研推計 － － 1.28 1.31 1.35 1.35 1.35 1.36

小美玉市人口ビジョン 1.51 1.80 1.80 1.80 1.80 1.80 1.80 1.80

【参考】ベイズ推定値
1.48

（2013-2017年）
1.40

（2018-2022年）
－ － － － － －

４．現行人口ビジョン（令和元年度策定）の検証 

●現行人口ビジョンと令和 5年社人研推計 

約 700 人の乖離 

約 10,000 人の乖離 

●合計特殊出生率の比較 
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③純移動率の推移 

  現行人口ビジョンの純移動率は、2065年までに転出全体、就職期の転出、進学期の転

出を段階的に抑制していくものとしている。このことから、2025年～2030年時点の純移

動率として、特に若年層の転出を抑える設定とし、令和５年社人研推計よりも転入超過

（＋の数字）としている年代の割合が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

※青いセルは社人研推計で転出超過だが人口ビジョンでは転入超過としている 

 

（２）令和２年国勢調査との比較による検証 

現行人口ビジョンと令和２年国勢調査の人口構成比を比較すると、年少人口を 12.4％とし

ている現行人口ビジョンに対して、国勢調査では 11.6％となっている。生産年齢人口、老年人

口は、いずれも１％未満の乖離であるが、国勢調査に比べて現行人口ビジョンが低 なってお

り、想定よりも少子高齢化が進んでいる。 
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図-小美玉市人口ビジョンと令和 2年国勢調査（人口構成比） 

●純移動率の比較（2025年→2030年 10歳代～40歳代） 
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40～44歳→
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45～49歳→
50～54歳

R5社人研推計 -0.055 0.044 0.022 -0.051 -0.043 -0.019 -0.007 -0.008

小美玉市人口
ビジョン -0.036 0.026 0.124 0.025 -0.002 0.023 0.014 0.009

R5社人研推計 -0.060 -0.111 -0.018 -0.000 -0.001 -0.012 -0.004 -0.003

小美玉市人口
ビジョン -0.050 -0.109 0.000 0.019 0.032 -0.001 0.012 0.009

女性

男性
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年齢階級別にみると、男性では、現行人口ビジョンの 20歳代～40歳代人口が令和２年度国

勢調査人口を上回っている。女性では、現行人口ビジョンと令和２年度国勢調査人口の差は比

較的少な 、男性よりも女性の乖離が少な なっている。現行人口ビジョンの算出において設定

した男性純移動率の設定が、実際よりも転入超過を多 見込んでいたことが考えられる。 

また、男女ともに現行人口ビジョンの０～４歳児の人口が国勢調査人口を大き 上回っており、

現行人口ビジョン算出において設定した合計特殊出生率が影響していると考えられる。 
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（１）将来展望に必要な調査・分析 

①調査の目的 

  人口ビジョン及び総合戦略の改定にあたり、市民の意識を調査するため、アンケート

を行いました。 

②調査期間 

  令和６年６月28日（金）～令和６年７月15日（月） 

③調査方法 

 調査対象者 配布数 調査方法 

①市民 

（保護者） 

市立小中学校に通う児童

生徒の保護者 

2,323世帯 学校で使用している連絡用アプ

リを活用し、ＷＥＢ上で回答する 

②市民 

（18～39歳） 

市内小中学校に通う児童

生徒の保護者を除いた

18～39歳の市民 

2,000人 調査の案内と二次元バーコード

を送付し、ＷＥＢ上で回答する 

③高校生世代 市内在住の高校生世代 500人 調査の案内と二次元バーコード

を送付し、ＷＥＢ上で回答する 

④中央高校生 茨城県立中央高等学校に

通う生徒 

571人 学校で調査の案内と二次元バー

コードを配布し、ＷＥＢ上で回答

する 

  

③配布・回収状況 

 ①市民 

（保護者） 

②市民 

（18～39歳） 
③高校生世代 ④中央高校生 

配布数 2,323票 2,000票 500票 571票 

有効回収数 1,202票 580票 154票 490票 

有効回収率 51.7％ 29.0％ 30.8％ 85.8％ 

 

  

５．小美玉市人口ビジョン（人口の将来展望） 
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④調査結果のまとめ 

●結婚・出産・子育てに関すること 

＜回答結果＞ 

 結婚を希望 ・・・市民は約７割 70.５％ 

 ・・・高校生では約６割 61.5％ 

 高校生の結婚希望年齢 ・・・25～29歳が約６割 61.5％ 

 小美玉市で子育てをしていきたい ・・・市民は約３割 28.4％ 

 ・・・保護者では約６割 58.2％ 

結婚に対する希望が、前回調査と同程度で、７割程度にとどまっている。また結婚を希望

している高校生世代は６割程度となっており、18～39歳の市民よりも割合が少なくなって

いる。 

子育てでは、小美玉市で子育てをしていきたいと回答した市民の割合は３割程度にとど

まっているが、保護者世代では、６割近い市民が引き続き本市で子育てをしていきたいと回

答している。 

 

●移住・定住に関すること 

＜回答結果＞ 

 小美玉市に住み続けたい ・・・・市民は約６割 56.7％ 

 ・・・・保護者では約８割 76.3％ 

 ・・・・高校生では約２割 16.9％ 

（市民） 市外に引っ越したい理由・・・・「日常生活が不便」が約６割 58.9％ 

（高校生） 将来住みたい地域・・・・「まだわ らない」が約５割 54.7％ 

18歳から39歳までの市民では、前回調査と同程度で、６割が小美玉市に住み続けたいと回

答している。市外に転出したいと回答した者の理由では、「日常生活の不便さ」が最も多く

なった。子育て中の児童生徒の保護者では、８割が小美玉市に住み続けたいと回答している。 

高校生では、「卒業後も市内に住みたい」と回答した割合は２割にとどまり、前回に比べ

て１割程度減少した。高校生の５割以上が「まだわからない」と回答しており、高校卒業後

の明確なイメージが持てない学生が多いと考えられる。 
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●職業に関すること 

＜回答結果＞ 

 就職先を決める際に重要なこと・・・（保護者）休みがとりやすいが約７割 70.2％ 

・・・（高校生）興味のある仕事であるが約８割 76.4％ 

（高校卒業後）  

・大学や専門学校への進学希望者は約８割 75.0％ 

・就職希望者は約２割 15.3％ 

うち市内で働 ことを希望者は約１割 7.4％ 

就職先を決める際に重要なことは、児童生徒の保護者では「休みがとりやすい」が最も多

く、続いて「職場の雰囲気がよい」「安定している」などとなっている。 

高校生では「自分が興味のある仕事」が最も多くなっている。高校卒業後の進路について

は、大学や専門学校への進学希望者は８割で、就職希望者は２割となった。また、就職希望

者のうち、その半数が将来市内で働くことを希望している。 

 

●市への愛着に関すること 

＜回答結果＞ 

 小美玉市に愛着を感じている ・・・保護者は約４割 40.4％ 

 ・・・市民は約４割 42.6％ 

 ・・・高校生では約６割 58.1％ 

小美玉市に愛着を感じている割合は、児童生徒の保護者と18歳から39歳までの市民で、い

ずれも約４割となっている。 

市内在住の高校生世代は６割程度となっており、大人と比べて、市に愛着を感じている割

合が多い。 
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（２）小美玉市人口ビジョン検討における課題の整理 

①総人口・人口構成の推移について 

現
状
分
析 

〇老年人口はすでに 30％を超えており、今後も高齢化率の上昇が予想される。 

〇老年人口が増加し、生産年齢人口、年少人口が減少する傾向にあるが、近い将来、老

年人口の推移が  いになり、全世代で人口減少が加速することが考えられる。 

課
題 

人口減少が進行する中、生産年齢人口の減少に伴う市税等の歳入不足により行政サ

ービスの低下が懸念される。急激な高齢化による地域経済の縮小、生活環境の低下を

防ぐため、合計特殊出生率の回復や、若者の流出の抑制を図ってい 必要がある。ま

た、誰もが生涯にわたり健康で安心して暮らせるよう、健康づ りや安全・安心なまち

づ りに取組むことが必要である。  

 

②人口動態について 

現
状
分
析 

〇社会増減は 2008 年以降徐々に増加し、2009 年には人口増減がプラスに転じて

いるが、自然減が社会増を上回っていることにより、総人口は減少し続けている。 

〇年齢別にみると、男性は 30歳代の転出が顕著となっており、女性は 20～24歳の

転出が最も多い。 

〇40歳代以降は男女ともに転入・転出が少な なっている。 

〇  市、  市 らの転入が多 、つ  市、  市への転出が多い傾向にある。 

課
題 

自然減を抑制するため、若者が子どもを産み育てやすい環境づ りが必要である。

将来に希望をもって安心して子育てできるよう、子育て支援を強化するとともに、子育

てしやすい環境整備に取組む必要がある。また、転出による社会減少を抑制するため、

成長した子どもたちが大人になって らも、本市に定住し市内で就業してもらえるよ

う、住宅取得費補助等の経済的支援や魅力ある就労環境づ りが必要である。 
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③地域別の人口の推移について 

現
状
分
析 

〇地区別の人口では、羽鳥地区のみが増加しており、 れ以外の地区は減少が続いて

いる。 

〇将来的には、特に若年層の人口は羽鳥駅周辺の市街地、小 市街地、玉里市街地に

集中することが予測される。 

課
題 

将来的に人口規模が縮小してい ことを想定した上で、持続可能な生活圏を維持し

てい 必要がある。人口が集中する市街地と人口が減少するエリアの れぞれのニー

ズに応じて、公共交通や福祉、医療などの充実を図る必要がある。 

 

④婚姻・出産・子育てについて 

現
状
分
析 

〇婚姻件数については、2019年以降減少が続いており、2022年では過去最低とな

っている。 

〇市の合計特殊出生率は、減少が続いているものの、国、県と比べて高い。 

〇生涯未婚率は増加傾向が続いている。 

〇アンケートでは若者の婚姻に対する希望・関心が低下している。 

〇既に本市で子育てをしている人は、本市での子育て、定住意向が高い。 

課
題 

婚姻率と合計特殊出生率の上昇を目指す上で、若者の婚姻に対する希望や関心が低

いこと ら、将来のライフイベントを自分事として考える機会の創出や、充実した子育

てサービスの内容を周知し、子育てへの不安を取り除 ことが必要である。また、子育

て世帯が安心して地域で子育てができるよう、地域と行政が一体となった環境づ り

が必要である。将来、家族をつ ることを希望する若者が、暮らしやすい環境を整備す

ることが求められる。 
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⑤産業について 

現
状
分
析 

〇産業別人口を見ると、全国的な傾向と同様に、第一次産業、第二次産業の減少が続

いている。特に近年では、第一次産業の減少率が大きい。 

〇農業の就業者は、半数以上が 60 歳以上となっており、高齢化が著しい。今後、高齢

世代の離職により更に担い手不足が懸念される。 

〇人口減少に伴い、事業所や民間商業施設が減少することにより、地域経済の低迷、生

活の利便性の低下が懸念される。 

〇将来小美玉市で働 ことを希望する高校生世代の割合が低い。 

課
題 

小売業・飲食業などを維持・活性化するため、地域内消費、経済の好循環促進など、

市民生活や経済活動を支える取組が必要となる。 

また、地域の強みを生 した産業を育成してい とともに、高齢化が進む産業におい

て、担い手の確保など、地域産業の継続を図る取組が必要となる。 

就職にあたって、若い世代が小美玉市で働 ことをイメージできるように、関係機関

と連携し地元産業を周知するとともに、地元での就業につながる取組が必要である。 

 

⑥市への愛着について 

現
状
分
析 

〇市民の本市への愛着は前回に比べて減少している。 

〇大人世代に比べて高校生世代は、市への愛着が高い。 

課
題 

仕事や子育てを通して、地域コミュニティのつながりを育み、本市に住んでよ った

と思えるまちづ りが必要である。 

若い世代が未来の小美玉市で活躍するイメージを持ってもらえる場をつ ってい 

ことが必要である。 

また、歴史や文化、産業などあらゆる地域特性の学習・体験を通して、地域への愛着

を育む取組が必要である。 
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（３）目指すべき将来の方向 

本市の人口における現状と課題および国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」等を踏ま

え、本市の目指すべき将来の方向性を示します。 

 

〇若い世代が希望する結婚・出産・子育ての実現 

 少子高齢化の進行に伴い、人口の自然減少が予想される中で、人口を維持するためには、若

者が自らの希望する時期に希望するあり方で結婚・出産・子育てが実現できる環境づ りに取

り組んでい 必要があります。出会い ら子育てまでを一体的に支援する体制、質の高い教育

環境を整え、出生数の増加と若い世代の移住定住促進を目指します。 

 

〇小美玉らしさを活 した魅力あふれる生活環境 

 本市は茨城空港を有し、また鉄道・高速道路網の発達によって都心へのアクセスのよい環境

にあります。この特徴を生 し、デジタル化が進んだ社会背景を踏まえ、都心でな ても望まし

い暮らしが実現できることをＰＲしてい 必要があります。交通や物流ネットワーク、福祉、医療

などの充実を図り、若者 ら高齢者まで、誰もが自分らし いきいきと活躍できる地域社会を

目指します。 

 

〇安定した雇用の創出と市内就業人口の増加 

 本市の産業は農業や製造・加工業が中心で、ヨーグルトなどのブランド品づ りにも取り組ん

でいます。さらに地域産品を活用しながら地域雇用の拡大と地域産業の活性化に発展させて

い ことが求められます。企業誘致と雇用促進、市内企業への支援と交流の推進を図るととも

に、新たな雇用の創出、起業支援を図るなど、若者のライフスタイルに合った働きやすい環境

をつ り、市民が安心して暮らし続けられるまちを目指します。 

 

〇市民が住み続けたいと感じる暮らしの創出 

 市民の郷 意識やコミュニティへの愛着形成を図ることにより、地元で暮らしたい、住み続け

たい若者を育成し、進学や就職で一時的に市外に転出しても、就職や転職、結婚などライフス

テージの転換期に本市への回帰を促す取組が必要です。恵まれた自然環境と住環境の調和、

産業、文化など、小美玉市の暮らしを構成する要素の質の高さをＰＲし、市民が誇りを持って暮

らせるまちを目指します。 
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（４）人口ビジョン 

本市が目指す人口ビジョン（人口の将来展望）を以下に示します。 

 

①人口ビジョンの対象期間 

・人口ビジョンの対象期間は、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年度

改訂版）」と同様の2060年を目標期間とします。 

 

②合計特殊出生率の考え方 

・合計特殊出生率の設定にあたっては、社人研による「出生動向基本調査」における希望

子ども数から、合計特殊出生率を設定します。 

       

アンケート調査結果 合計特殊出生率 

現実的に子育て可能な子ども

の人数（平均値） 

（市アンケート調査※） 

約２.1人 1.40 
調査時点の合計特殊出生率 

（ベイズ推定値（2018―2022年） 

理想とする子どもの人数 

（平均値） 

（市アンケート調査※） 

約 2.6 人 1.75 

現実的に子育て可能な子ども

の人数との比率から合計特殊

出生率を算出 

出展：「第 3期 小美玉市子ども・子育て支援事業計画」策定時の 

アンケート調査（2024 年３月） 

社人研による「出生動向基本調査」では、希望子ども数は年々減少しており、2021 年

調査では約 1.8 人になっています。国では結婚・出産・子育てがしやすい地域づ り、若

い女性を含め働きやすい環境づ りを進め、結婚・出産・子育ての希望を なえることを

目指しています。 

本市の調査では、現実的に子育て可能な子どもの人数は約 2.1 人、理想とする子ども

の人数が約 2.6人となっています。国における取組と連携し、本市の子育て支援、ワーク

ライフバランスの促進を図ることにより、若者世代が希望の子ども数を実現した場合、合

計特殊出生率の実績 ら 1.75程度まで上昇することが考えられます。 
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③社会移動率の考え方 

・社人研の人口推計に用いられた値をもとに、これまでの検証データ、アンケート調査デ

ータから純移動率を設定します。 

 

   ア.子育て環境の充実、周知による移住・定住促進 

アンケート調査による 
定住意向 

市民（無作為抽出） 
市内小中学校に通う 
児童・生徒の保護者 

小美玉市で子育てしてい
きたい 

28.4％ 58.2％ 

これからも小美玉市に住
み続けたい 

56.7％ 79.3％ 

市外に引っ越したい・分
からない 

42.6％ 22.6％ 

     ▼期待される効果 

実際に子育てをしてみると、「小美玉市で子育てをしていきたい」、「住み続けた

い」という意向がともに強 なっていること ら、安心して子育てできる環境の充

実・周知を図ることにより、子育て世代の定住意向を高める効果が期待されます。 

 

   イ.日常生活の利便性の向上、教育・医療サービスの充実による定住促進 

アンケート調査による 
転出意向の理由 

市民（無作為抽出） 
市内小中学校に通う 
児童・生徒の保護者 

日常生活が不便 58.9％（１位） 73.6％（１位） 

子どもの教育 7.1％（８位） 40.3％（２位） 

医療サービスの関係 16.1％（３位） 37.5％（３位） 

     ▼期待される効果 

市外への転出を希望する人が理由として挙げている日常生活の不便さを解消す

ることが必要です。デジタル化により、都心でな ても望ましい暮らしが実現できる

ことをＰＲしてい ことで、市民の快適な暮らしをつ るとともに、市外への転出を

抑制する効果が期待されます。 

また、子育て世代は、転出入にあたって子どもの教育環境、医療サービスの充実

を重視しており、教育・医療の質の向上を図ることで、子育て世代の転出抑制だけで

な 、転入促進にも効果が期待されます。 
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   ウ.安定した雇用と働きやすい環境の充実 

アンケート調査による 
就職先を決める際に 

重視すること 
市民（無作為抽出） 高校生世代 

１位 職場の雰囲気が良い 自分の興味がある 

２位 休みがとりやすい 安定している 

３位 安定している 職場の雰囲気が良い 

４位 自分の興味がある 給料が高い 

５位 給料が高い 休みがとりやすい 

      

アンケート調査による 
将来の希望する勤務地 

高校生世代（市内在住） 

小美玉市内で働きたい 7.4％ 

小美玉市外で働きたい 29.7％ 

分からない 62.8％ 

▼期待される効果 

企業誘致、地元企業の活性化、起業支援などにより、働き方の選択肢が増えるこ

とで、若い世代が興味関心のある分野で働ける環境をつ り、小美玉市での定住を

促進するとともに、市外で働きたい若い世代の流出を抑制する効果が期待できま

す。 

また、女性や高齢者など、誰もが働きやすい職場環境をつ り、身近な大人がいき

いきと働 ことで、将来のイメージが明確でない若い世代へも、小美玉市内での就

労を促進することが期待されます。 

 

   エ.小美玉市への愛着の醸成 

アンケート調査による 
市への愛着 

市民（無作為抽出） 高校生世代（市内在住） 

愛着を持っている 42.6％（前回 56.0％） 58.1％（前回 45.6％） 

どちらともいえない 30.9％（前回 28.5％） 30.4％（前回 26.2％） 

特に愛着はない 22.2％（前回 10.7％） 9.5％（前回 13.6％） 

▼期待される効果 

アンケート調査では前回に比べて市への愛着を感じる市民が減少しています。歴

史・文化・産業・教育・市民協働などの幅広い分野において市民の主体的な活動を支

援し相互のつながりを育んでい 事で、郷 意識やコミュニティへの愛着形成を図っ

てい 必要があります。 
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④社会移動数の考え方 

・茨城空港テクノパーク等への企業誘致による雇用の確保・就業者の転入を想定し、移動

数を設定します。 

 

茨城空港テクノパークの状況 

稼働済み面積 約 5.6ha  

面積あたりの従業員数 約 20人／ha 分譲済の３社 ら算出 

分譲中面積 29.5ha  

想定雇用数 590人 面積あたり従業員数×分譲中面積 

 

 

新たな企業誘致により見込まれる効果 

面積あたりの従業員数 約 20人／ha  

想定分譲面積 約 30ha テクノパークと同程度を想定 

想定雇用数 600人 面積あたり従業員数×想定分譲面積 

 

 

想定雇用数合計 １，１90人  

雇用者のうち小美玉市への移住者数 595人 想定雇用数の 50％ 

１世帯当たり人員数（茨城県） 2.37人  

想定移住者数 １，410人 
雇用者のうち小美玉市への移住者数

×１世帯当たり人員数（茨城県） 

 

茨城空港テクノパーク等への企業誘致が進み、雇用が増加することで生産年齢人口

の移住が増加することが想定されます。面積当たりの従業員数 ら、今後の雇用数を

想定し、2025年～2045年の間に１，410人の転入数を設定します。 
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⑤小美玉市人口ビジョン 

  合計特殊出生率、社会移動率の考え方に基づき、本市の将来の人口の見通しを以下に

示します。合計特殊出生率および社会移動率の上昇を促進する取組の実施により、目標

年次における人口の確保を目指します。 

 

2040年（令和 22年）将来人口   約４３，７００人 

2060年（令和 42年）将来人口   約３６，９００人 

 

合計特殊出生率の考え方 社会移動率の考え方 

1.40から段階的に 1.75に上昇する 
2025年：1.40 
2030年～2040年：1.575 
2045年～2060年：1.750 

・30歳代までの転出を 20％抑制 

・20歳代の女性の移動率を男性と同様の 

移動率に設定 

・移動数を設定（2045年までに 1,410人増

加） 

 

  

32,077
29,500

46,906 
44,728 

42,361 
39,851 

37,233 
34,656 

50,911
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20,000
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2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 

令和５年社人研推計 小美玉市人口ビジョン

   

※2050年以降は令和５年社人研推計の仮定値

を使った推計値を示しています。

※
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■資料編 

 

（１）2023（令和５）年社人研推計の地域別推計 

（100 メートルメッシュの人口分布） 
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（１）2023（令和５）年社人研推計の地域別推計（100メートルメッシュの人口分布） 

■総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

【予測結果】  32 

総 口[ ]

 10未満

 10以上20未満

 20以上30未満

 30以上40未満

 40以上50未満

 50以上

2020年の分布 
江戸住宅、羽刈、五万掘、北浦など 

橋場美 

中台 

羽鳥駅周辺の市街地 

玉里市街地 

小川市街地 

国道 6 号沿線 

県道紅葉石岡線沿線 

国道 355 号沿線 

羽鳥駅周辺、江戸住宅、羽刈、五万掘、北浦な

どの市街地への集中が緩やかになる 

国道 6 号沿線の集中が減少 

小川、玉里市街地の減少 

国道 355 号、県道紅葉石岡線沿線の減少 

2050年の分布 
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■５歳～14歳人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【予測結果】  02 

 齢別 口 15歳-64歳 生産 齢 [ ]

 1未満

 1以上5未満

 5以上10未満

 10以上15未満

 15以上20未満

 20以上

羽鳥駅周辺、江戸住宅、羽刈、五万掘、北浦な

どの市街地への集中 

小川、玉里市街地の集中 

国道 6 号沿線の集中 

羽鳥駅周辺、江戸住宅、羽刈、五万掘、北浦な

どの市街地にやや集中 

国道６号沿線、橋場美などの人口が減少 

中台周辺にやや集中 

小川市街地、県道沿いにやや集中 

吉影などの集落の人口が減少 

2020年の分布 

2050年の分布 
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■15歳～64歳人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【予測結果】  02 

 齢別 口 15歳-64歳 生産 齢 [ ]

 1未満

 1以上5未満

 5以上10未満

 10以上15未満

 15以上20未満

 20以上

羽鳥駅周辺、江戸住宅、羽刈、五万掘、北浦な

どの市街地への集中 

中台で生産年齢人口の集中 

玉里市街地、小川市街地周辺に集中 

羽鳥駅周辺市街地の集中はやや減少 

中台の集中が大きく減少 

玉里市街地周辺の集中が減少 

小川市街地周辺の集中が大きく減少 

2020年の分布 

2050年の分布 
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■65歳以上人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【予測結果】  02 

 齢別 口 65歳以上  高齢者 [ ]

 1未満

 1以上5未満

 5以上10未満

 10以上15未満

 15以上20未満

 20以上

羽鳥駅周辺市街地の集中まばらで、江戸住宅な

ど古い市街地側にやや多い傾向 

橋場美、西郷地などの古い集落に集中 

羽鳥駅周辺市街地の集中はほぼ変わらない 

中台周辺に集中 

小川市街地、玉里市街地の集中

はややまばら 

橋場美などの集中が減少 

小川市街地、玉里市街地の集中はほぼ

変わらない 

2020年の分布 

2050年の分布 
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